
9 

 

 

 

 
日本福祉大学  

名誉教授 後藤 澄江 

 

 

１．はじめに 

社会的養護とは、虐待や貧困等によって

保護者の適切な養育を受けられない子ど

もを、公的責任で社会的に保護養育すると

ともに、養育に困難を抱える家庭への支援

を行うことである。なお、保護者と分離さ

れた子どもにとっての代替養育の場は、大

きく分けると「施設養護」と「家庭養護」

がある。そして、後者の「家庭養護」には、

養護を必要とする子どもを一般の家庭で

一定期間受け入れる｢里親制度｣と、子ども

を戸籍に入れて実子とする｢養子縁組｣と

いう２つの制度がある。 

欧米諸国では、里親への委託が代替養育

の過半数を占めているのに対し、日本では、

施設養護が主流となってきた。日本の里親

制度は、1947 年に公布された児童福祉法に

おいて法的位置づけが与えられて以来 80

年近い歴史を経ているものの、里親委託の

割合が低いままにとどまってきた。その要

因・背景として、「施設委託が優先された結

果として、里親委託は伸展しなかった」（三

輪 2011）ことや「児童を護るというより「家」

意識が強いがゆえに、里親となるより養子

縁組が多く、また、血縁関係を重視し自分

の子どもを養育したいという心情も強い

といった思想的・宗教的背景」（西川 2022）

等が指摘されている。 

それが今、国際的潮流にも後押しされる

形で、日本でも、里親委託を主流化するこ

とが、政策的にめざされるようになってい

る。2016 年改正児童福祉法においては、子

どもが権利の主体であることへの視点の

転換とともに、子どもを家庭で養育すると

いう理念いわゆる家庭養育優先原則の推

進が明確にされた。そして、翌 2017 年に策

定された「新しい社会的養育ビジョン」で

は、里親等委託率１について、年限を明確に

した国の取組目標が掲げられた。2015 年度

末の里親等委託率（全年齢）の実績値 17.5％

に対し、ビジョン策定時の目標値は、愛着

形成に最も重要な時期である３歳未満に

ついては概ね５年以内に、それ以外の就学

前の子どもについては概ね７年以内に

75％以上、学童期以降は概ね 10 年以内を

目途に 50％以上を実現することとされた

のである。 

里親等委託率の向上と子どもの権利擁

護を同時に実現するためには、里親による

養育を支援するしくみの拡充や充実が不

可欠であることが明らかになっている（野

辺 2020）。里親の子育て力のエンパワメン

トや里親を支援するしくみづくりが不十

分な状態のままに、里親等委託率の向上の

みをめざすことになったとしたら、里親と

里子のミスマッチや養育不調の増加、最悪

の場合には里親家庭での虐待等、保護者と

分離され、代替養育の対象となった子ども

に重ねての不利益をもたらすことが懸念

される。子どもの権利擁護のために家庭養

育を推進するという本来の目的に反する

結果となりかねない。 
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2009 年度より児童相談所等による里親

支援機関事業が国庫補助事業となり、2012

年度より全国の乳児院と児童養護施設等

への里親支援専門相談員の配置がなされ

てきた。更に、2016 年改正児童福祉法や「新

しい社会的養育ビジョン」を踏まえ、里親

への「包括支援」という視点が打ち出され、

児童相談所が民間機関と協力して「里親養

育包括支援（フォスタリング）」２を図る動

きが開始されている。また、フォスタリン

グ事業の実施主体は、「都道府県（指定都市

及び児童相談所設置市、事業を実施する翌

年度に児童相談所を設置する予定の市区

を含む）」とされているが、都道府県は事業

内容の全部または一部について、当該事業

を適切に実施することができると認めた

者に委託できることとされている。加えて、

2022 年改正児童福祉法では、里親支援事業

等を行うことを目的とする児童福祉施設

として、里親支援センターを 2024 年度よ

り創設することとした。したがって、現行

の里親支援の機関として、児童相談所とと

もに、里親支援センター、児童家庭支援セ

ンター、児童養護施設、乳児院、里親会、

ＮＰＯ法人等の民間機関を挙げることが

できる。 

 上記のような動きの中、本稿で扱う「里

親支援業務に関する普及啓発から効果的

な人材育成に関する調査研究」（以下、「本

調査研究」）は、フォスタリングの普及啓発

や里親支援機関での支援に関する実態や

課題を明らかにすること、及び、里親支援

人材の育成のための研修カリキュラムと

して強化すべき内容や研修体系のあり方

への示唆を得ることを目的として実施し

たものである。 

 

 

２．調査研究の概要 

本調査研究は、日本福祉大学がこども家

庭庁の補助事業である令和５年度「こど

も・子育て支援推進調査研究事業」に応募・

採択されて着手したものであり、また、調

査研究委員会の有識者・実践者の方々、調

査対象者として協力いただいた自治体や

民間機関、研修受講生、こども家庭庁や日

本福祉大学事務局等、多数の方々の助言・

協力・協働によって取り組んだものである。

筆者は調査研究委員会座長や事業責任者

として、調査計画の立案や調査実施、報告

書作成等を担当したことから、本稿はその

立場からの小論である。 

本研究調査では、３種類の調査（①＜調

査１＞児童相談所設置自治体を対象とし

た質問紙調査（「自治体調査」）と里親支援

を実施している民間機関を対象とした質

問紙調査（「民間機関調査」）、②＜調査Ⅱ＞

２か所の児童相談所設置自治体と３か所

の民間機関を対象としたインタビュー調

査、③＜調査Ⅲ＞「令和５年度里親養育包

括支援（フォスタリング）機関人材育成事

業」の研修受講生を対象とした質問紙調査

とインタビュー調査を実施した。そのうち、

新情報センターにサポートいただいた＜

調査１＞について、その調査概要を以下に

紹介しておきたい。 

「自治体調査」は、令和５年 10 月１日現

在で連絡先が把握できた児童相談所設置

自治体の里親支援業務担当部課 82 か所に

対して、倫理的配慮についても言及したお

願い文とエクセルで作成した調査票ファ

イルをメール添付で送信し、回答済の調査

票ファイルを同様にメール添付で返信い

ただいた。こども家庭庁からもメールで調

査への協力を口添えしていただいたこと

もあり、回収結果は有効回収数 64 票、有効
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回収率は 78.0％と８割近くとなった。 

「民間機関調査」は、全国の乳児院や児

童養護施設、児童家庭センター、里親会へ

の全数調査を実施することをめざし、既存

リストの活用に加えてホームページでの

情報収集も行い、乳児院や児童養護施設、

児童家庭センター、里親会についての令和

５年 10 月１日現在の連絡先一覧表を作成

した。そのうえで、可能な限り法人や施設

の重複を回避する等の調整を行い、合計で

990 か所（乳児院 147、児童養護施設 604、

児童家庭支援センター173、里親会 66）を

調査対象とした。調査方法は「自治体調査」

とは異なり、郵送法と Web 回答法の両方を

用いた。倫理的配慮についても言及したお

願い文に加え、紙の調査票とオンライン回

答案内を同封して郵送、回答は郵送でも

Web でも可とした。回答期間の終盤には督

促はがきも送付した。有効回収数は 580 票

で、その内訳は、郵送での紙の調査票の回

収が 245 票、Web 回答が 335 票と４対６の

割合であった。なお、有効回収率は 58.6％

で６割近くであった。 

 

３．フォスタリングの普及啓発や人材育 

成に関する新たな知見 

本調査研究全体の結果・考察は、「里親支

援業務に関する普及啓発から効果的な人

材育成に関する調査研究報告書」３に記さ

れているが、ここでは、フォスタリングの

普及啓発や人材育成に関する実態や課題

として把握された新たな知見について、３

点に整理して述べておきたい。 

 

（１）フォスタリング分野の人材育成の現 

状と里親支援センターの設置に向

けての課題 

「自治体調査」結果によれば、職員育成

のための方法として自治体が実施してい

る割合が高いのは、「国や民間機関等が開

催する外部の研修やセミナーへ派遣する」

（78.1％）や「会議・カンファレンスに参

加して、助言・指導を得る」（75.1％）とな

っている。一方、それ以外の育成方法につ

いては実施していない自治体の方が多い。

「資格取得等の自己啓発を奨励し、勤務時

間の配慮をする」（20.3％）と「スーパービ

ジョン体制を整え、達成度を確かめる機会

を設ける」（25.0％）は実施自治体が４分の

１以下、「里親支援業務の理解度をチェッ

クするリスト等を作成する」（3.1％）の実

施自治体は数パーセントにとどまってい

る。また、「民間機関調査」結果でも、里親

支援担当の職員育成のために実施してい

る割合が上位の育成方法は、「自治体調査」

結果と同様である。そして、それ以外の育

成方法を実施している民間機関の割合は

いずれも３分の１以下となっている（図

１）。 

研修受講生へのインタビュー調査でも、

「新卒や他分野の経験者には社会的養護

の理解が必要」「里親支援の専門知識と経

験が重要」であるが、「研修や指導が不十分

で、職員が自分で学ぶことが求められる」

という状況であることが語られた。したが

って、調査結果から、当面は、国や大学・

民間が開催する外部の研修やセミナーが

職員育成を補完・代替する必要があること、

そして、自治体や民間機関は、里親支援業

務の理解度チェックリストの作成やスー

パービジョン体制の整備を早急に進める

べきこと等が把握された。 
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図１ 里親支援業務を担当する職員の育成方法（民間機関調査） （n=580） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、先述のように、子どもの権利擁護

の充実や児童福祉施設としての里親支援

センターの創設等の新たな環境に対応で

きる里親支援人材の確保・育成が必要とな

っている。「自治体調査」では、人員体制と

職員育成策の現状を合わせて質問してい

るが、結果によれば、「人員体制不十分、職

員育成策不十分」といった人員が不足して

いるうえに職員育成ができていないとい

った２重の課題を抱えている自治体の割

合が最も高く、次いで、人員は足りている

が職員育成ができていない「人員体制十分、

職員育成策不十分」となっている（図２）。

人材不足以上に職員育成策の課題がより

厳しい状況にあることが推察された。 

一方、「民間機関調査」では、里親支援機

関としての委託や指定の希望の有無と里

親支援業務を担当する職員育成の現状を

合わせて質問しているが、「委託・指定希望

で職員育成十分」7.8％、「委託・指定希望

で職員育成不十分」32.8％という回答結果

からみて、４割程度の施設・団体が里親支

援機関としての委託・指定を希望している

（図３）。 

施設・団体別に里親支援機関としての委

託・指定を希望している割合をみると、乳

児院は 52.4％、児童養護施設は 39.1％、児

童家庭支援センターは 38.3％、そして里親

会は 14.7％である。乳児院や児童養護施設

がこれまでの「施設養護」機能にとどまら

ず、「家庭養護」の一翼を担う里親支援機能

も果たす希望を抱いていることが確認で

きたことは心強い。民間機関も職員育成不

十分という課題を抱えている中、委託・指
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定の希望を実現するためにも、これらの民

間機関で里親支援を担当する職員が、新た

な知識・技術・価値を獲得できるよう、そ

れに資する研修等がより一層重要になる

ものと考えられる。

図２ 新たな環境に対応した里親支援業務担当職員の人員体制と育成策の現状（自治体調査） 

                                           （n=64） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 里親支援機関としての委託・指定の希望の有無と職員育成の現状（民間機関調査）  

（n=580） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実際の選択肢は上から順に、「里親支援機関として委託や指定を受けること（継続も含む）を希望しており、

新たな環境に対応できる職員育成はできている」、「里親支援機関として委託や指定を受けること（継続も含
む）を希望しているが、現行の職員育成では不十分な部分があるので、育成の内容や方法の補強や見直しに
取り組んでいる」、「里親支援機関としての委託や指定を受けること（継続も含む）は希望していないが、児

童相談所や民間支援機関と連携して里親支援ができる職員の育成は行っている」、「里親支援機関としての委
託や指定を受けること（継続も含む）は希望していないので、当面は、職員の育成は課題になっていない」
となっている。 

※実際の選択肢は上から順に、「人員体制も十分であり、また、現行の職員育成策で十分である」、「人員体制は
十分であるが、現行の職員育成策では不十分な部分がある」、「人員体制が不十分であるが、現行の職員育成
策は十分である」、「人員体制は不十分であり、現行の職員育成策も不十分な部分がある」となっている。 
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（２）新たな環境に対応できる里親支援人 

材に求められる知識・技術・価値 

新たな環境に対応できる里親支援人材

に求められる知識・技術・価値とは、どの

ようなものであろうか。この点を、本調査

研究の回答結果からみておきたい。「自治

体調査」結果によれば、里親支援業務担当

部課が児童相談所職員と民間機関職員（民

間フォスタリング機関職員及び里親支援

専門相談員）の双方に対して強化を希望す

る研修内容として最も高いのは、「里親支

援業務に関する専門的な知識」であり、次

いで「地域・職種等を超えた里親支援業務

の担当者同士のネットワークづくり」であ

る。 

それに続くのは、児童相談所職員に対し

ては、「子どもの権利擁護を充実する方法」 

と「家族再構築を進める上での専門的な技

能」、民間機関職員に対しては、「チームで

仕事をする連携・協働方法」である。 

なお、「民間機関調査」結果によれば、各

機関（乳児院、児童養護施設、児童家庭支

援センター、里親会）が強化を希望する内

容として最も高いのは、いずれの機関も

「里親支援業務に関する専門的な知識」、

次いで、里親会以外は「地域・職種等を超

えた里親支援業務の担当者同士のネット

ワークづくり」であり、上位は「自治体調

査」結果と同様の傾向がみられる（表１） 

 

表１ 外部研修等において強化されることを希望する内容（所属機関別） 

 

 １位 ２位 ３位 

児 童 相 談 所 ※ 

（n=64） 

里親支援業務に関する専

門的な知識（79.7％） 

地域・職種等を超えた里親支

援業務の担当者同士のネッ

トワークづくり（60.9％） 

子どもの権利擁護を充実

する方法（45.3％） 

乳 児 院 

（n=103） 

里親支援業務に関する専

門的な知識（71.8％） 

地域・職種等を超えた里親支

援業務の担当者同士のネッ

トワークづくり（48.5％） 

里子の権利擁護を充実す

る方法（40.8％） 

児 童 養 護 施 設 

 (n=339) 

里親支援業務に関する専

門的な知識（74.4％） 

地域・職種等を超えた里親支

援業務の担当者同士のネッ

トワークづくり（59.0％） 

コミュニケーション力、調

整・交渉能力（43.7％） 

児童家庭支援センター 

(n=94) 

里親支援業務に関する専

門的な知識（60.6％） 

地域・職種等を超えた里親支

援業務の担当者同士のネッ

トワークづくり（59.6％） 

家族再構築を進める上で

の専門的な技能（51.1％） 

里 親 会 

 (n=34) 

里親支援業務に関する専

門的な知識（61.8％） 

里子の権利擁護を充実する

方法（50.0％） 

チームで仕事をする連

携・協働方法（32.4％） 

※「児童相談所」の結果は、「自治体調査」に回答した里親支援業務担当部課が、児童相談所職員が参加する外部

研修等において強化を希望する内容の順位を表している 

※「乳児院」等の民間機関の結果は、「民間機関調査」に回答した各機関が、外部研修等において強化を希望する

内容の順位を表している 
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また、＜調査２＞＜調査３＞の結果も加

味すると、自治体も民間機関も互いに、連

携・協働先の職員の連携・協働の力量向上

を求めていることが把握された。外部研修

等の場が、児童相談所職員と民間機関職員

が一緒に連携・協働方法を学ぶ場になるこ

と、また、ネットワークづくりの場となる

ことが望まれている。更に、「子どもの権利

擁護を充実する方法」と「家族再構築を進

める上での専門的な技能」は、里親支援人

材に対して、様々な方面からその力量向上

が強く求められるようになっているが、そ

れらを実施するために必要とされる知識・

技術・価値の共有も不可欠となっている。 

（３）里親支援体制の多様性と里親等委託 

率の自治体間格差 

里親支援のしくみ・体制の現状は自治体

によって多様である。本調査研究からは、

乳児院や児童養護施設に配置されている

里親支援専門相談員、また、里親会や児童

家庭支援センターの位置づけやそれらが

果たしている役割は自治体によって異な

っていることが把握された。また、フォス

タリング５事業も、自治体により民間機関

へ委託する事業が異なっている等、現状も

様々であることが明らかになった（図４）。 

 

 

図４ 自治体によるフォスタリング事業の民間委託の有無（自治体調査）（n＝64） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福祉行政報告例」に掲載されているデ

ータによれば、里親等委託率は自治体間で

大きく開いている。2021 年度末（実績値）

の都道府県等の里親等委託率（全年齢）を

みると、平均 23.5％、最大 59.3％、最小 8.6％

であった。里親等委託率の自治体間格差を

もたらしている要因は、多数の説明変数が

複雑に絡み合っていることもあり、その探

求は緒に就いたばかりである。児童相談所

の里親委託への積極性や児童養護施設の収

容力の過剰もしくは不足といった要因がし

ばしば指摘されているが、本調査研究から

は、民間機関への委託や連携といった自治

体内の里親支援体制、また、里親支援人材

の育成状況の違いも説明変数となりうるこ

とが推察された。引き続きの検証が必要で

ある。 
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４．むすびに 

新たな都道府県社会的養育推進計画が本

年度（令和６年度）末に向けて策定中であ

る。その「策定要領」（令和６年３月）４で

は、「こどもの権利やこどもの最善の利益は

どの地域においても実現されるべきもので

ある」として、すべての都道府県等に対し、

令和11年度の里親等委託率について、原則、

国が「策定要領」に掲げる目標（乳幼児 75％

以上、学童期以降 50％以上）と同等の水準

の数値目標を定めることを求めている。同

時に、「個々のこどもに対する具体的な措置

は、児童相談所における家庭養育優先原則

とパーマネンシー保障の理念を十分踏まえ

たアセスメントの結果によって、こどもの

最善の利益の観点から行われるものであっ

て、里親等委託率の数値目標達成のために

機械的に措置が行われるべきものではない」

ともある。 

里親委託の推進や里親支援の充実のため

には、都道府県は、里親支援機関として位

置付けられている民間機関にとどまらず、

市町村、学校や地域における各種の子ども・

子育て支援活動や市民団体との連携も重要

である。関係者に里親制度についての理解

を普及啓発し、チームとしての協力関係を

構築することが大切になっている。より多

くの関係者が、里子の権利への理解を進め、

また、里親が地域において孤立しないため

にも積極的に連携を図る必要がある。本調

査研究で明らかにした知見が、それらの動

きに少しでも寄与できたらと考えている。 
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（注） 

１ 日本では、里親等委託率は国が示している

「里親・ファミリーホームに委託されている

児童数÷児童養護施設・乳児院に入所してい

る児童数と里親・ファミリーホームに委託さ

れている児童数の合計×100％」の算出方法

が用いられている。 

２ 「里親養育包括支援（フォスタリング）事業

実施要綱」（平成 31 年４月１日実施）によれ

ば、フォスタリング業務とは、「里親等への委

託を推進するため、里親のリクルート及びア

セスメント、里親登録前後及び委託後におけ

る里親に対する研修、子どもと里親のマッチ

ング、子どもの里親委託中における里親養育

への支援、里親委託措置解除後における支援

に至るまでの一貫した里親支援」とされた。 

３ 「里親支援業務に関する普及啓発から効果的

な人材育成に関する調査研究報告書」（令和６

年３月）はこども家庭庁に提出するとともに、

日本福祉大学機関リポジトリ（https:// nfu. 

repo.nii.ac.jp/search?page=1&size=20&sort=cus

tom_sort&search_type=2&q=1712290292294）に

て公開されている。 

４ 「都道府県社会的養育推進計画の策定要領」

（「都道府県社会的養育推進計画の策定につ

いて」（令和６年３月 12 日付こ支家第 125 号

こども家庭庁支援局長通知））を参照。 
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